
 

『所有者不明土地対策で広報強化 ポイント解説とＱ＆Ａ―法務省』 
 

 法務省はホームページに「所有者不明土地対策関連法のポイント解説資料と『トウキツネ』による新し

い相続登記制度Ｑ＆Ａ」を新設、公開した。４月２１日に成立、同月２８日に公布された「民法等の一部を

改正する法律」と「相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律」への対応。両法律

は所有者不明土地の増加などの社会経済情勢の変化に鑑み、所有者不明土地の「発生の予防」と「利

用の円滑化」の両面から総合的に民事基本法制の見直しを行った。「発生の予防」の観点からは▽不

動産登記法を改正し、これまで任意とされていた相続登記や住所等変更登記の申請を義務化し、それ

らの手続きの簡素化・合理化策をパッケージで盛り込む▽新法を制定し、

相続等によって土地の所有権を取得した者が、法務大臣の承認を受け

てその土地の所有権を国庫に帰属させる制度を創設する。「利用の円滑

化」を図る観点からは、民法等を改正し、所有者不明土地の管理に特化し

た所有者不明土地管理制度を創設する。施行期日は原則として、公布後

２年以内の政令で定める日。「トウキツネ」は、法改正を機に“誕生”した同

省の不動産登記推進イメージキャラクター。新たな相続登記制度につい

て質問に回答、ポイントを分かりやすく説明する。 

 

 『デジタル改革の進め方を決定 デジタル庁第１回幹事会』 

 
 ９月に発足したデジタル庁は第１回デジタル社会推進会議幹事会を開き、今後のデジタル改革の進

め方を決めた。庁創設に先立ち、政府は新法・デジタル社会形成基本法を先取りする形で「デジタル社

会の実現に向けた重点計画」を策定した。改革の進め方について幹事会では同計画の柱である「当面

のデジタル改革における主な項目」（現重点計画）を盛り込んだ新重点計画の策定を了承。現計画は

（１）国民に対する行政サービスのデジタル化の推進（２）くらしのデジタル化の促進（３）産業全体のデジ

タル化とそれを支えるインフラ整備（４）誰一人取り残さないデジタル社会の実現―の４項目。幹事会は

▽庁創設後初めての「重点計画」（新重点計画）を１２月中下旬の閣議決定

を目指して策定する▽策定にあたっては現計画を盛り込むとともに、昨年１２

月に閣議決定したデジタル・ガバメント実行計画と本年６月に閣議決定した

重点計画のフォローアップを行いつつ、「デジタル社会構想会議」で有識者

の意見を聴く▽内閣サイバーセキュリティ・センター、個人情報保護委などに

対する法定の意見聴取に加え、パブリックコメント手続き等により広く国民か

らの意見も募集する―ことも決めた。現計画の（４）では中小企業のデジタル

化支援にも触れている。 

  
                             出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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